
 

 

行政書士及び行政書士法人の措置請求事務取扱要綱 

 

 （趣旨） 

第１条 この要綱は、行政書士法（昭和 26年法律第４号。以下「法」という。）第 14条

の３第１項の規定による求めがされた場合における事務処理に関し必要な事項を定める

ものとする。 

 （措置請求） 

第２条 知事は、法第 14条の３第１項の規定による求め（以下「措置請求」という。）が

口頭でされたときは、当該措置請求をした者（以下「措置請求者」という。）に対して

措置請求書（様式第１号）により措置請求をするよう求めることができる。 

２ 知事は、必要があると認めるときは、措置請求者に対し、措置請求の理由として通知

された事実を確認するために必要な資料の提出を求めることができる。 

３ 知事は、措置請求者が前項の規定による求めに応じないことその他措置請求が明らか

に適当でないと認めるときは、措置請求者に対し、その旨を通知し、措置請求に係る手

続を終了することができる。 

４ 知事は、措置請求を受理したときは、新潟県行政書士会に通知する。 

 （調査） 

第３条 知事は、措置請求がされたときは速やかに調査を開始し、当該措置請求に係る行

政書士又は行政書士法人（以下「行政書士等」という。）に対し、当該措置請求の理由

として通知された事実に関して報告又は資料の提出を求めるものとする。 

２ 知事は、必要があると認めるときは、法第 13条の 22の規定に基づき、職員に行政書

士等の事務所に立ち入らせ、その業務に関する帳簿及び関係書類を検査させるものとす

る。 

３ 第１項の規定による報告等の内容及び前項の規定による検査の結果は、検査調書（様

式第２号）に記載するものとする。 

４ 知事は、必要があると認めるときは、新潟県行政書士会に対し、措置請求の理由とし

て通知された事実関係を確認するための協力を事実確認依頼書（様式第３号）により依

頼することができる。 

５ 新潟県行政書士会は、前項の規定により、事実関係を確認するための協力の依頼を受

けた場合は、確認した事実関係について、事実確認報告書（様式第４号）により知事に

報告するものとする。 

 （指導等） 

第４条 知事は、措置請求の理由として通知された事実が法又は法に基づく命令若しくは

規則に違反すると認める場合であっても、当該違反事実が軽微であり、また、その行政

書士等を指導することにより当該違反の事実が解消され、かつ、措置請求の目的にも反

しないと認めるときは、懲戒処分を行わず、当該行政書士等の業務に関する指導を行う

ものとする。 

２ 知事は、措置請求の理由として通知された事実が法又は法に基づく命令若しくは規則

に違反すると認める場合であっても、その行政書士等に真にやむを得ない事情があると

認めるときは、懲戒処分を行わず、指導を行うことができる。 



 

 

 （懲戒処分の基準等） 

第５条 法第 14条各号、法第 14条の２第１項各号及び同条第２項各号に掲げる処分（以

下「懲戒処分」という。）の基準は、別表のとおりとする。 

２ 知事は、次の各号のいずれかに該当する場合には、当該各号に掲げる事実に対応する

別表の左欄に掲げる処分事由に応じ定められた同表の右欄に掲げるそれぞれの懲戒処分

の種類のうち、最も重い懲戒処分を行うことができる。 

(1) 懲戒処分を受けた行政書士等が、当該処分の日から２年以内に更に措置請求を受け

た場合において、当該事実が別表の左欄に掲げる処分事由に該当するとき。 

(2) 行政書士等が行った行為が別表の左欄に掲げる処分事由の２以上の事実に該当する

とき。 

(3) 行政書士等が行った行為の態様等が極めて悪質であるとき。 

３ 知事は、行おうとする懲戒処分が法第 14条第１号又は第 14条の２第１項第１号若し

くは第２項第１号の処分であるときは、あらかじめ当該処分を受ける行政書士等に対し、

行政手続法（平成５年法律第 88号）に定める弁明の機会を与えるものとし、書面により

通知するものとする。 

４ 知事は、行おうとする懲戒処分が法第 14条第２号若しくは第３号又は第 14条の２第

１項第２号若しくは第３号若しくは第２項第２号の処分であるときは、あらかじめ当該

処分を受ける行政書士等に対し、行政手続法に定める聴聞を行うものとし、書面により

通知するものとする。 

５ 知事は、前項の聴聞の通知を発送した後（行政書士の場合に限る。）、直ちに日本行政書

士連合会にこの旨を通知するものとする。 

 （懲戒処分の決定） 

第６条 知事は、前条第３項又は第４項の手続きを経たうえで、懲戒処分が適当であると

認めるときは、同条第１項及び第２項に掲げる基準に従い懲戒処分を行うものとする。 

 （措置結果等の通知） 

第７条 知事は、第３条に規定する調査の結果に基づき措置をとった（懲戒処分及び第４

条に規定する指導を行わないこととしたときも含む。）ときは、次の各号に掲げる者に

対し、当該各号に掲げる書面により通知するものとする。 

(1) 措置請求者 措置結果通知書（様式第５号） 

(2) 当該措置請求に係る行政書士等 措置結果通知書（様式第６号）又は措置結果（懲

戒処分）通知書（様式第７号） 

(3)  新潟県行政書士会 措置結果通知書（様式第８号） 

２ 知事は、法第 14条又は第 14条の２の規定により処分を行ったときは、遅滞なく、こ

の旨を県報により公告するものとする。 

 （措置請求処理簿の備付け） 

第８条 知事は、措置請求の対象である行政書士等ごとに措置請求処理簿（様式第９号）

を備えなければならない。 

 （措置請求の取下げ） 

第９条 知事は、措置請求者が措置請求取下げ書（様式第 10号）により措置請求を取下げ

た場合、措置請求に係る手続を終了するものとする。 



 

 

 （雑則） 

第 10条 措置請求者は、措置請求者の措置請求に係る旅費及び措置請求に要する資料の作

成、郵送等の費用を負担する。 

   附 則 

 この要綱は、平成 17年９月 22日から施行する。 

   附 則 

この要綱は、平成 28年４月１日から施行する。 

   附 則 

この要綱は、令和８年１月１日から施行する。 

 



別表（第５条関係） 

 

懲 戒 処 分 基 準 

処 分 事 由 根 拠 条 文 懲戒処分の種類 

他法令で制限されている業務の実施 
法第１条の３第２項、 

第１条の４ただし書 
戒告又は業務停止 

帳簿の備付、保存義務違反 法第９条 戒告又は業務停止 

依頼応諾義務違反 法第 11条 戒告又は業務停止 

守秘義務違反 法第 12条 戒告、業務停止又は業務禁止 

特定業務制限違反 法第 13条の 15 戒告又は業務停止 

重大な非行 法第 14条 戒告、業務停止又は業務禁止 

著しく不当な運営 
法第 14条の２第１項、 

第２項 
戒告、業務停止又は解散 

その他法令違反で悪質なもの － 戒告又は業務停止 
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